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Global Income Distribution
https://ourworldindata.org/global-economic-inequality

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.

3



日本の人口の⾧期推移予測
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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急激な減少局面は、
日本歴史上初の事態



縮小する日本で企業が成⾧するためには?

（方法１）付加価値の拡大

（方法２）市場の拡大＝輸出拡大

まだ、世界は人口も経済も拡大している！
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概要
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海外展開・輸出への危機感
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ICT財・サービスの輸出入額の推移（総務省:情報通信白書,令和３年度版 より）
2022/9/26(C) 2021 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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ICT財、ICTサービス ともに、大きな輸入超過傾向が続いている



あらゆるサービスの、”XaaS”化

ICTサービスにあらゆるサービスが集約・吸収されつつある

そのICTサービスは、我が国では輸入超過傾向が大きい

“XaaS”化が進むと、我が国は劣勢にならないか？
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... as a Service



さらに次は

“Data Driven Service”

データ駆動型サービスへ
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ビジネスの枠組みは拡大へ

車や電車、船、発電所、

コンピュータといったモノを売る
都市を売る

（スマートシティ）
地球すらも商品に?

（グリーン社会）

スマートシティは、都市全体が一つの商品に

世界は、面で攻めてくる

?

?



”So many standard organization !!"

国際標準化＝国際ビジネスアライアンス
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Internet of Things Landscape 2016
Matt Turck: "Internet of Things: Are We There Yet? (The 2016 IoT Landscape)", Mar. 28, 2016.
http://mattturck.com/2016/03/28/2016-iot-landscape/
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IoT Standardization Landscape
Juergen Heiles: "AIOTI Alliance for Internet of Things Innovation", The workshop "Platforms for connected Factories of the Future", Brussel, Oct. 5～6, 2015.
http://ec.europa.eu/information_society/newsroom/image/document/2015-44/11_heiles_11948.pd
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Many related vertical and horizontal activities
Juergen Heiles: "AIOTI Alliance for Internet of Things Innovation", The workshop "Platforms for connected Factories of the Future", Brussel, Oct. 5～6, 2015.
http://ec.europa.eu/information_society/newsroom/image/document/2015-44/11_heiles_11948.pdf
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あらゆる分野の技術標準もデジタル化
デジタル以外の分野だからといって、デジタルを買って使っているだけでは、

デジタル以外の分野でさえも、技術標準が作れない時代に



各論
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成⾧する世界のデジタル技術関連産業
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GAFAMの株式時価総額の推移
https://note.com/shunkonya/n/n35fd8e9682ee
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大手インターネット事業者の売上高推移
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/html/nd114230.html
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下降する日本のデジタル技術関連産業
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電子産業と自動車産業の貿易収支の推移
212022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



国内生産は2000年以降、急激に凋落
日本電子産業の生産金額推移
資料:経産省機械統計

日本電子産業の生産、輸出、輸入、内需、貿易収支の推移
資料:経産省機械統計

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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デジタル敗戦
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日本の問題は

デジタル敗戦なのか?

24
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日本のデジタル分野の課題

「デジタル敗戦」との揶揄

デジタル技術の利活用の課題（国内的問題）
► 「日本は技術水準は高いが、利用が進まない」と言い続けられてきた

 デジタル技術の利活用が進まない（公的部門、教育、地方、...）

 DX（デジタル・トランスフォーメーション）が進まない（産業界も含めて...）

► 「技術水準は高いが」も、20年以上も前の話

 現在は、クラウド、AIなど中心に、技術的にもたちうちできず。

► デジタル人材の偏り

 日本は、デジタル人材がベンダーに偏っている（ベンダーがない国と比べてはいけないが、、）

デジタル産業分野の課題（国際的問題）
► 携帯電話端末：ガラケー（i-mode）の席巻 スマートフォン（iOS、Android）

► 携帯電話基地局：技術の海外依存の高まり（特に対中依存に注目）  国内技術回帰

 5G, Beyond 5G...

► 半導体産業の興隆と凋落

► AI（機械学習、深層学習）、量子コンピュータなどの技術の国際競争力確保

► 京・富嶽などHigh-Performance Computingの成果

► コンテンツ産業の成果：ゲームソフト、サブカルチャー系のデジタルコンテンツ

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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「デジタル敗戦」ばかりではない
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スーパーコンピュータ
（京・富嶽） 防災システム（緊急地震速報）

スマートフォンを用いた多様な都市サービス

ゲーム（エンタメ） デジタルコンテンツ
（初音ミク）

防災システム（通れた道マップ）
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日本の問題は

情報通信分野に限らない我が国共通の課題

いつも出だしは良いが、継続できない・死の谷を越えられない
普及時には日本発の取り組みを逆輸入することに

28
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Linux, Windows, MacOS PCアプリ

携帯電話網
iOS, Android
iTune Store, 

Android Market

スマホアプリ
オンラインコンテンツ

道路、橋、発電所、
ガス、水道 住宅、商店、工場...

プラットフォーム
インフラ

サービス
アプリ

Smart City Architecture
都市OS

データ基盤
都市サービス
データ利活用

AIライブラリ:TensorFlow, 
scikit-learn, Chainer, ...

Digital Transformation
(DX)

IT

都市

Smart 
City

Digital Map, GIS Location-aware Services
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デジタル分野では常にPlatform First

歴史が証明

iOSやAndroid、携帯電話網等のPFができたから
アプリ、サービス、コンテンツが爆発的に普及した

アプリやサービス、コンテンツがあったから
iOSやAndroid、携帯電話網を作ったわけではない

30
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ものづくりと輸出
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ICT分野

これまで、AIやデータ、IoTなどと
柔らかい先進分野に取り組んで来たが、、

32
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やはり

日本はモノづくりの国なのか?

35
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モノづくり以外でも
世界を席巻しているものはたくさん
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日本のvalueは実は

格闘技から、おもてなし、ドラえもん、まで......

日本はいったい、どんな国？

38
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共通点１
「言葉の説明を必要としない」

39
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共通点２
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日本はモノづくりの国なのだが、

むしろ、
品質管理（ヒンカン）の国
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ITの発達によって

のあり方や価値が大きく変化
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インターネット時代の品質管理

モノではなくサービスや体験の
品質が重要

壊れても一時間後に代替品が届くなら...

代替品なければ保険で保証
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ここで...

代替品が届くサービスにも
品質が必要

ネットショップで「ポチる」は便利で安価だが
再送サービス、アフターサービスへのクレームも多い
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AI+IoT時代の品質管理

QC運動は日本が得意な人間系品質管理

むしろ今は、人間ではなく
データを使った機械による品質管理

経験からデータへ／黒魔術から白魔術へ
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人間系ではコストが合わず
きめ細やかな最適化が行き届かない

そこでAI + IoT＋データで低コスト化
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データの時代
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データの時代
次世代のデータプラットフォーム確立へ

Global Mega-Platformer 
(2000~)

Next Generation Data Sharing Platforms
(2020~) 

Free, Global
Competitive, Business, Economy

Centralized, Participatory

Data sovereignty, DFFT
Harmonized, Trust, Well-governed

Well-being, Green
De-Centralized



IDSA: International Data Space Association（2018～）

製造業のほかモビリティ、ヘルスケア、エネルギーとさまざまな業種のビジネス
シーンに対応するデータ流通の技術仕様（IDS Reference Architecture Model）を提唱。

49
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Gaia-X（2020～）

 目的
► 欧州における効率的／競争的／安全／信頼できるデータ基盤

サービスプロバイダーの連合体（Federation）を開発するプロジェ
クト

► 次世代の連携した欧州データ基盤を設計、欧州のデータインフ
ラに共通する要件を特定し、リファレンス実装を開発

 ソリューション
► 既存の中央および分散型のインフラを組み合わせて、「デジタ

ル・エコシステム」を形成するシステムを構築

 推進組織：GAIA-X Association AISBL
► Brusselsに本拠を置く国際的な非営利団体として2020年6月に設

立を発表

► 設立メンバー (フランス) : Amadeus、Atos、Docaposte、EDF -
Électricité de France、IMT-Institut Mines-Télécom、Orange、
Outscale、OVHcloud、Safran、Scalewayなど

► 設立メンバー (ドイツ) : Beckhoff Automation、BMW、Bosch、
DE-CIX、Deutsche Telekom、German Edge Cloud、IONOS by 
1&1、PlusServer、SAP、Siemens

► 共同設立者：Fraunhofer-Gesellschaft、International Data 
Spaces Association、European Cloud Provider Association 
CISPE

50

https://www.gaia-x.eu

https://www.data-infrastructure.eu
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Gaia-X の実装の発表（2021/1/12）

 "Gaia-X" コンセプトによるdata spaceのプロトタイプを実装したと発表
Laboratory for Machine Tools and Production Engineering (WZL) of RWTH Aachen University

51

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



ドイツ連邦政府はGaia-Xプロジェクトに1.9億€ = 240億円の予算（2021）

52
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データ基盤／海外の取組:巨額資金が投入され大規模な整備が急速に進む
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.

53

欧州

GAIA-X
IDS

International Data Space

米国

インド

NIEM
National Information Exchange Model

中国"Big Data Exchange"に2億人民元（約20億円）投入1.9億€（約240億円）の予算(2021)

2016年より独Industrie 4.0の
Industrial Data Spaceを元にして、多く
の分野のデータ空間の構築を目指す（先
行的にすでにいくつかの実装が提供されてい
る）

「データ主権」「透明性」「相互運用性」「トラスト」など
GAIA-Xのポリシーを尊重する、連邦型クラウドサービス

国家のコア語彙の確立を目指す。
すでにNIEM5.0までがリリース。

中国

IndiaStackは、政府、企業、等のデジタルインフラを利用
して、インドの諸課題を解決するためのAPI群。



DSAの海外連携

54

Corporate Agreement 
between FIWARE 

Foundation and DTA 
(Feb. 2020)

Collaboration Agreement 
between IDSA and DSA
(Oct. 2021)

Cooperate Agreement 
between GAIA-X and DSA
(April, 2022)

2022/9/26



グリーン
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グリーンは環境問題にとどまらず
重大な経済／産業問題



東京証券取引所による開示要請

2022年4月に予定されるの市場再編で、最上位となるプライム市場の上場企業に
は、 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言と同等の枠組みに
沿った情報開示が必要

2021年10月にTCFDが改訂したガイダンスによれば、スコープ1、2排出量の開示は
必須で、スコープ3排出量も開示が推奨

2022/9/26(C) 2021 Koshizuka-Laboratory, The University of Tokyo, All Rights Reserved.
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ESG情報開示

ESG情報開示
► ESGに関連する非財務情報を顕在化し、投資家に対して提供すること

 ESGとは、非財務情報（E：環境、S：社会、G：企業統治）

 企業が開示した「ESG情報」をもとに投資決定する「ESG投資」が主流

背景
► 海外の公的年金基金などの機関投資家によるESG投資が進む

 2018年の世界のサステナブル投資運用資産が全運用資産の38.7%

► 2015年9月に世界最大の年金基金であるGPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）がPRIに
署名し、ESG投資を率先垂範している

► MSCIなどのESG情報提供会社がESG情報のデータベース化を進め、機関投資家が容易に
ESG情報を入手可能

現状
► 世界企業のESG報告書の発行数は1万社以上（2017年）

► 世界の大企業の93%がESG報告書を発行
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CBAM規制
(C) 2022 Koshizuka-Lab., All Rights Reserved.
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CBAM規制
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.
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欧州バッテリー規制（2020年）

 EU：欧州委員会、バッテリー新規制案を公表
► 2020年12月10日付けのプレスリリースによると、欧州

委員会はEUバッテリー規制を現代化するための新規
制案を公表した。EU市場に投入されるすべてのバッテ
リー（産業用、自動車用、電気自動車（EV）用及び携帯
用）に関する義務的要件を提案している。

► 欧州や世界中の産業において、より持続可能で競争
力のある開発のためには、有害物質の使用が制限さ
れた責任ある調達による材料の使用、リサイクル材料
の最低含有量、カーボンフットプリント、性能と耐久性、
表示、収集目標とリサイクル目標の達成などの要件が
不可欠であるとしている。

► 2024年7月1日からは、カーボンフットプリントが公表さ
れた充電式の産業用及びEV用バッテリーのみを市場
に出荷することができるとしている。

► 携帯用バッテリーについては現在の45％である収集
率を2025年には65％に、2030年には70％に引き上げ
るほか、その他のバッテリー（産業用、自動車用、EV
用）については全て収集してリサイクルしなければなら
ず、特にコバルト、リチウム、ニッケル、鉛などの貴重
な材料については高水準のリカバリーが達成されなけ
ればならないとしている。

► この新規制案において、EVに使用したバッテリーの転
用を容易にする枠組を定義しており、例えば定置用エ
ネルギー貯蔵システムとしてのセカンドライフや、エネ
ルギー資源としての電力網への統合が可能になるとし
ている。

https://mric.jogmec.go.jp/news_flash/20201214/151858/

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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サプライチェーン排出量（Scope 1, Scope 2, Scope 3）
(C) 2022 Koshizuka-Lab., All Rights Reserved.
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GHGプロトコルとScope3基準 GHGプロトコルはWRI(世界資源研究所)とWBCSD(持続可能な開発のための世界経済人会
議)が共催している組織です。Scope3基準はその GHGプロトコルが2011年11月に発行した組織のサプライチェーン全体の排出
量の算定基準です。正式名称は “Corporate Value Chain (Scope3) Accounting and Reporting Standard”
また、Scope3基準と同時に、製品の排出量の算定基準である “Product Life Cycle Accounting and Reporting 
Standard” も発行されています。Scope3基準は格付け機関等による各種調査項目に取り入れられるなど、現在、広く使用さ
れています。



JEITA Green x Digital コンソーシアム・見える化WG 2021年度報告書より
https://www.gxdc.jp/pdf/achievement_report.pdf

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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JEITA Green x Digital コンソーシアム・見える化WG 2021年度報告書より
https://www.gxdc.jp/pdf/achievement_report.pdf

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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海外事例:Catena-X Architecture
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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国際連携（Taiwan Climate Partnership）: Green x Digital
2022/9/26(C) 2022 Koshizuka-Laboratory, The University of Tokyo, All Rights Reserved.
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スマートシティ
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スーパーシティ、スマートシティ、
デジタル田園都市国家構想
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2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.



未来の日本に向けた
日本列島改造計画2.0
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スーパーシティ応募自治体一覧
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/koubo/supercity_koubomap.pdf

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.

70



デジタル実装タイプ（TYPE1）
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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デジタル実装タイプ（TYPE2/3）
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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地方創生テレワークタイプ
2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.
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令和４年度のスマートシティ関連事業
https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/pdf/r4_sc_besshi1.pdf

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, DSA, All Rights Reserved.

74



日本のスマートシティは
すべて国内向け

地方政策としてのスマートシティであって、

国際戦略としてのスマートシティではない
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もしも都市の自動車がすべてEVになったとしたら?

夜のEV充電  電力ピークの量と時間の変化

都市の電力網は耐えられるのか？

充電のスケジューリング調整などが必要に？？

76

2022/9/26(C) 2022 Noboru Koshizuka, All Rights Reserved.



自動車はスマートシティ（電力網・通信網）
のエンドノードに

自動車が単体商品ではなくなり、スマートシティの一部分に

自動車だけでなく、あらゆる輸出品目がそうなるのでは？

77
世界のスマートシティは誰が牛耳るのか?



For more info...
http://www.koshizuka-lab.org/

noboru@koshizuka-lab.org
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